
 

（従業員が立替払をした際に受領した適格簡易請求書での仕入税額控除） 

【答】 

従業員が事業に必要なものとして購入した消耗品等の代金を貴社が負担する場合には、それ

は貴社が負担すべき費用を従業員から立替払を受けたことになります。 

原則として、本来宛名の記載を求められない適格簡易請求書であったとしても、書類の交付

を受ける事業者の氏名又は名称として仕入税額控除を行う事業者以外の者の氏名又は名称が記

載されている場合には、当該適格簡易請求書をそのまま受領し保存したとしても、これをもっ

て、仕入税額控除を行うことはできません。 

しかしながら、当該従業員が貴社に所属していることが明らかとなる名簿や当該名簿の記載

事項に係る電磁的記録（以下「従業員名簿等」といいます。）の保存が併せて行われているので

あれば、宛名に従業員名が記載された適格簡易請求書と、当該従業員名簿等の保存をもって、

貴社は当該消耗品費に係る請求書等の保存要件を満たすこととして、仕入税額控除を行うこと

として差し支えありません。 

なお、従業員名簿等がなく、立替払を行う者である従業員を特定できない場合には、宛名に

従業員名が記載された適格簡易請求書と、従業員が作成した立替金精算書の交付を受け、その

保存が必要となります。 

  

問 94－２ 当社は、事業に必要な消耗品等を従業員が自ら購入し、その際受領した適格簡易請求

書と引き換えに、当該消耗品費を支払っています。この場合、当該適格簡易請求書の宛名に

は「従業員名」が記載されているのですが、これをそのまま保存することで、当社は仕入税

額控除を行ってもよいでしょうか。【令和６年４月追加】 


